


【当期利益】 

 当第1四半期 当期利益：914億円（前年同期比：＋131億円） 

  通期予想3,200億円に対する進捗率は29%と順調 
 一過性を除いても約890億円と堅調に推移（一過性利益：約+20億円） 

＜セグメント別＞ 

 金属：101億円（前年同期比：+21億円） 
   ・市況回復に伴い北米鋼管事業増益、海外スチールサービスセンター事業堅調 
 輸送機・建機：152億円（前年同期比：△10億円） 
   ・リース事業や建機事業などコアビジネスは引き続き堅調に推移 
   ・自動車分野における一過性損失約△10億円あり 

 インフラ：115億円（前年同期比：+14億円） 
   ・インドネシアなどの大型EPC案件や発電事業が堅調に推移 
   （前年同期に再生可能エネルギー分野の一過性利益約30億円があったため、 
     実態としては前年同期比約40億円を超える増益） 

 メディア・ICT：118億円（前年同期比：+15億円） 
   ・SCSKやJ:COMなどの国内主要事業会社や、ミャンマー通信事業の 
    安定的な利益貢献 

 生活・不動産：116億円（前年同期比：△17億円） 
   ・不動産事業は引き続き堅調も、前年同期の不動産売却案件集中の反動減あり 

 資源・化学品：264億円（前年同期比：+87億円） 
   ・資源価格上昇により、豪州石炭事業やボリビア銀・亜鉛・鉛事業が増益 
   ・当期に資源分野で一過性利益約30億円あり 



【基礎収益】 

 当第1四半期 基礎収益：925億円（前年同期比：＋151億円） 

  通期予想3,400億円に対する進捗率は27% 

 資源ビジネス、鋼管事業、その他非資源のいずれの分野も 
   前年同期比で増益（通期予想に対しても堅調に推移） 

 四半期毎のトレンドでも当社の稼ぐ力は安定的に推移 
 



【キャッシュ・フロー実績】 
 当第1四半期 フリーキャッシュ・フロー：309億円のキャッシュ・アウト 

 ＜キャッシュ・イン＞ 
 基礎収益キャッシュ・フロー：+1,037億円 
  ・持分法投資先からの受取配当金は前年同期比で減少したものの、 
    コアビジネスが着実にキャッシュを創出 
 減価償却費：+276億円（前年同期とほぼ横ばい） 
 資産入替：約+800億円 
  ・米国タイヤ事業TBCの再編や政策保有株式の売却 等 
 その他の資金移動：約△1,700億円 
  ・ビジネス伸長に伴う運転資金の増加 
  ・前年同期と同様に、貴金属取引の在庫商品の積み増しなど一時的要因 
  ・期末に向けて一定程度戻る見通し 

 ＜キャッシュ・アウト＞ 
 投融資実行：約△700億円 
  ・インド特殊鋼事業や、ペルー金・銅鉱山事業への参画 等 

⇒ フリーキャッシュ・フローは当第1四半期はマイナスだが、通期では黒字とすべくマネージする 

【財政状態】 
 総資産：7兆9,680億円 （前期末比：+1,973億円） 

 棚卸資産の増加や、円安による増加の影響あり 
 米国タイヤ事業の再編に伴う減少 等 

 株主資本：2兆6,425億円（前期末比：+844億円） 
 主に当期利益の積み上げ 等 

⇒ ネットDERは1.0倍 










